Ⅰ　利用のまえに
１　利用上の注意
⑴　この報告書は、内閣府経済社会総合研究所から提示された「県民経済計算標準方式」に
準じて愛知県が作成した「市町村民所得の推計方法」に基づき推計し、公表した「2022年度 あいちの市町村民所得」を基に、平成24年度から令和４年度までの岡崎市の数値についてとりまとめ、編集したものです。
⑵　「岡崎市の市民所得」は、県民経済計算の平成23年基準改正に合わせて、新基準により推計しています。主な変更点は、以下のとおりです。
ア　産業分類は、原則として２００８ＳＮＡ（Ｓystem of Ｎational Ａccounts）分類に準拠しています。
イ　国際連合で合意された国際基準である「２００８ＳＮＡ」に基づく推計を行うため、研究・開発の資本化等の変更項目に対応しました。これにより、県内総生産・市内総生産の水準に影響が出ています。
⑶　県数値は、原則として県民経済計算による公表値であり、構成比は全市町村の積み上げ数値に対する割合であるため、県数値を基にした数値とは一致しません。

⑷　統計表中で用いた記号は、次のとおりです。

「－」　皆無

「－」　負数（数字の左頭に付した場合）

「０.０」又は「０」　単位未満

「…」　不詳

⑸　統計表において、総数と内訳が一致しない場合がありますが、これは表示単位未満を四捨五入したためです。

⑹　計数は、基礎データ（又は基準）の改訂や推計方法の改善に伴って遡及改訂されることがありますので、最新の結果表を利用してください。

⑺　平成24年度から令和３年度の計数は、令和４年度分の推計時に愛知県が再計算した結果により遡及改訂されています。

２　市民所得のあらまし及び主な用語
市民所得推計は、１年間の市の経済活動を巨視的な視点にたち、国民所得体系の生産－分配－支出に基づいて、市内総生産・市民所得の分配・市民家計所得（個人企業を含む）の面から推計したものです。ただし、市民所得では市民個人支出を把握する資料の入手が困難なため、市民総支出は推計せず、代わりに市民家計所得（個人企業を含む）を推計しています。
⑴　市内総生産

市内総生産は、市域内における個人や企業などの経済活動によって生産された財貨・サービスの総額（産出額）から原材料費など（中間投入額）を差し引いた付加価値額をいいます。これによって、当該市の経済規模が明らかになり、対前年度増加率は、経済成長率として経済を計る尺度となります。

⑵　市内純生産

市内純生産は、市内総生産から固定資本減耗及び純間接税を差し引いたもので、これを当該市内の就業人口で除した就業者一人当たり純生産は、労働生産性をあらわす指標として用いられます。

⑶　市民所得の分配

市民所得（分配）は、当該市に居住する生産要素の提供者が雇用者所得、財産所得及び企業所得の形で受け取った所得をいい、人口一人当たりの市民所得（分配）は、市の所得水準をあらわす指標として用いられます。

⑷　市民家計所得

市民家計所得は、市内に居住する家計（個人企業を含む。）が受け取る雇用者所得、営業余剰、財産所得のほか、損害保険金、社会保障給付などの移転所得を含んでおり、当該市に居住する個人の所得水準をあらわす指標として用いられます。

　　

市民所得推計は、推計に必要な統計資料の確保が困難なため（例えば、市外在住で市内の事業所に勤務する人の給与所得の資料が入手できないこと、また市内在住の勤務者でも出先の多い事業所では市内事業所勤務か、市外事業所勤務か判断が難しい等）推計過程で支障をきたしたり、結果公表の遅れも目立ったりしていますが、産業を対象とした各種統計調査では知ることのできない経済活動を総括的・計量的にあらわしており、重要な意味を持っています。

なお、市民所得の主な利用方法としては、概ね次のようなものが考えられます。

・経済規模、経済成長率及び産業構造の地域間比較を可能にしたことにより、地域産業振興の有効な資料としての利用

・租税負担率の測定を可能にしたことにより、財政収入の算定資料としての利用

・各種経済計画策定のための基礎資料としての利用
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